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（単位：千円）

平成27年度
予算額

平成28年度
　予算額（案）

対前年度
増減額

１．自殺の実態を明らかにする 17,193 15,335 ▲ 1,858

２．国民一人ひとりの気づきと見守りを促す 2,182,519 1,725,317 ▲ 457,202

３．早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する 137,468 318,872 181,404

４．心の健康づくりを進める 9,063,024 8,386,487 ▲ 676,537

５．適切な精神科医療を受けられるようにする 1,502,065 1,584,996 82,931

６．社会的な取組で自殺を防ぐ 61,251,914 64,564,671 3,312,757

７．自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 1,344,354 1,422,699 78,345

８．遺された人への支援を充実する 2,856 2,634 ▲ 222

９．民間団体との連携を強化する 209,152 306,886 97,734

10．上記に該当しないもの 30,366 2,727,562 2,697,196

73,440,084 79,267,605 5,827,521

（注）

・各事項の予算額には、内数を計上していない。

・各事項の予算額には、他の事項内の再掲額を計上している。

・総計には、内数及び再掲額を計上していない。

事 項

平成28年度自殺対策関係予算　予算額案（総括表：大項目）

総 計
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（単位：千円）

27年度予算額 28年度予算額（案） 対前年度増減額

１．自殺の実態を明らかにする 17,193 15,335 ▲ 1,858

（１）実態解明のための調査の実施 14,337 12,701 ▲ 1,636

（２）情報提供等の充実 － － －

（３）自殺未遂者、遺族等の実態及び支援方策についての調査の推進 － － －

（４）児童生徒の自殺予防等についての調査の推進 2,856 2,634 ▲ 222

（５）うつ病等の精神疾患の病態解明及び診断・治療技術の開発 － － －

（６）既存資料の利活用の促進 － － －

２．国民一人ひとりの気づきと見守りを促す 2,182,519 1,725,317 ▲ 457,202

（１）自殺予防週間と自殺対策強化月間の実施 98,112 87,620 ▲ 10,492

（２）児童生徒の自殺予防に資する教育の実施 1,606,164 1,625,339 19,175

（３）うつ病についての普及啓発の推進 39,529 12,358 ▲ 27,171

（４）自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及 438,714 0 ▲ 438,714

３．早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する 137,468 318,872 181,404

（１）かかりつけの医師等のうつ病等の精神疾患の診断・治療技術の向上 － － －

（２）教職員に対する普及啓発等の実施 2,856 2,634 ▲ 222

（３）地域保健スタッフや産業保健スタッフの資質の向上 80,117 160,233 80,116

（４）介護支援専門員等に対する研修の実施 － － －

（５）民生委員・児童委員等への研修の実施 － － －

（６）連携調整を担う人材の養成の充実 54,495 156,005 101,510

（７）社会的要因に関連する相談員の資質の向上 － － －

（８）遺族等に対応する公的機関の職員の資質の向上 － － －

（９）研修資材の開発等 － － －

（10）自殺対策従事者への心のケアの推進 － － －

（11）様々な分野でのゲートキーパーの養成の促進 － － －

事 項

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（総括表：中項目）
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（単位：千円）

27年度予算額 28年度予算額（案） 対前年度増減額事 項

４．心の健康づくりを進める 9,063,024 8,386,487 ▲ 676,537

（１）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 3,906,825 4,324,848 418,023

（２）地域における心の健康づくり推進体制の整備 － － －

（３）学校における心の健康づくり推進体制の整備 2,723,239 2,700,865 ▲ 22,374

（４）大規模災害における被災者の心のケア、生活再建等の推進 2,432,960 1,360,774 ▲ 1,072,186

５．適切な精神科医療を受けられるようにする 1,502,065 1,584,996 82,931

（１）精神科医療を担う人材の養成など精神科医療体制の充実 80,655 72,710 ▲ 7,945

（２）うつ病の受診率の向上 － － －

（３）かかりつけの医師等のうつ病等の精神疾患の診断･治療技術の向上【再掲】 － － －

（４）子どもの心の診療体制の整備の推進 － － －

（５）うつ病スクリーニングの実施 － － －

（６）うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者対策の推進 1,421,410 1,512,286 90,876

（７）慢性疾患患者等に対する支援 － － －

６．社会的な取組で自殺を防ぐ 61,251,914 64,564,671 3,312,757

（１）地域における相談体制の充実と支援策、相談窓口情報等の分かりやすい発信 450,973 12,158 ▲ 438,815

（２）多重債務の相談窓口の整備とセーフティネット融資の充実 303,212 300,646 ▲ 2,566

（３）失業者等に対する相談窓口の充実等 4,050,665 4,033,921 ▲ 16,744

（４）経営者に対する相談事業の実施等 4,612,240 5,972,465 1,360,225

（５）法的問題解決のための情報提供の充実 － － －

（６）危険な場所、薬品等の規制等 － － －

（７）インターネット上の自殺関連情報対策の推進 41,402 66,885 25,483

（８）インターネット上の自殺予告事案への対応等 － － －

（９）介護者への支援の充実 104,294 105,310 1,016

（10）いじめを苦にした子どもの自殺の予防　 467,530 408,948 ▲ 58,582

（11）児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実 4,801,359 7,376,934 2,575,575
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（単位：千円）

27年度予算額 28年度予算額（案） 対前年度増減額事 項

（12）生活困窮者への支援の充実 46,420,239 46,287,404 ▲ 132,835

（13）報道機関に対する世界保健機関の手引きの周知 － － －

７．自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 1,344,354 1,422,699 78,345

（１）救急医療施設における精神科医による診療体制等の充実 1,344,354 1,422,699 78,345

（２）家族等の身近な人の見守りに対する支援 － － －

８．遺された人への支援を充実する 2,856 2,634 ▲ 222

（１）遺族の自助グループ等の運営支援 － － －

（２）学校、職場での事後対応の促進 2,856 2,634 ▲ 222

（３）遺族等のための情報提供の推進等 － － －

（４）遺児への支援 － － －

９．民間団体との連携を強化する 209,152 306,886 97,734

（１）民間団体の人材育成に対する支援 － － －

（２）地域における連携体制の確立 79,070 176,862 97,792

（３）民間団体の電話相談事業に対する支援 － － －

（４）民間団体の先駆的・試行的取組や自殺多発地域における取組に対する支援 130,082 130,024 ▲ 58

10．上記に該当しないもの 30,366 2,727,562 2,697,196

73,440,084 79,267,605 5,827,521

（注）

・各事項の予算額には、内数を計上していない。

・各事項の予算額には、他の事項内の再掲額を計上している。

・総計には、内数及び再掲額を計上していない。

総 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

１．自殺の実態を明らかにする

（１）実態解明のための調査の実施

厚生労働科学研究費
「障害者政策総合研究事業・障害者対策
総合研究開発事業」

厚労省 1,335,770 内数 1,443,055 内数
　学際的な観点から自殺の実態を解明し、自殺対策のための効
果的な介入手法の普及に関する研究等を行う。

自殺総合対策推進・検証等経費
27'内閣府

↓
28'厚労省

2,217 2,201
　中立・公正の立場から大綱に基づく施策の実施状況、目標の
達成状況等を検証し、施策の効果等を評価するため外部の専門
家等をメンバーとした委員会を開催する。

政策課題等調査研究経費
27'内閣府

↓
28'厚労省

12,120 10,500
 特定の課題に関する研究、国民の意識・行動や地方公共団体、
民間団体等における自殺対策の様々な取組等を調査。平成26年
度は自殺が与える影響・イメージに関する調査を実施。

14,337 12,701

（２）情報提供等の充実

自殺総合対策推進センター（仮称）経費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635 内数 3,874,661 内数

　総合的な自殺対策を推進するため、自殺総合対策推進セン
ター（仮称）において、国内外の情報収集、WEBサイト・研修を
通じた情報提供を行うとともに、自殺対策に関わっている関係
省庁、地方自治体、関係機関・団体等民間団体との事例検討、
連絡・調整等を行う。また、WHO共同研究センターとして国内外
の交流の活性化を図り、海外への情報発信も行い、国際的な自
殺予防に貢献する。

－ －

（３）自殺未遂者、遺族等の実態及び支援方策についての調査の推進

自殺総合対策推進センター（仮称）経費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

自殺総合対策推進センター（仮称）において、自殺未遂者、遺
族等の実態及び支援方策について、東京都監察医務院や精神保
健福祉センター等とも連携し、自死遺族からのフィードバック
を得ながら、倫理面に十分配慮した調査研究を進める。また、
自殺総合対策推進センター（仮称）において、「自死遺族を支
えるために～相談担当者のための指針～」の改訂版を踏まえ、
心理学的剖検調査の過程において、遺族支援の情報を確実に提
供するための仕組みを構築する。

－ －

小 計

小 計

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№１）

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

１．自殺の実態を明らかにする

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

（４）児童生徒の自殺予防等についての調査の推進

児童生徒の自殺予防に向けた取組に関す
る調査研究

文科省 2,856 2,634

　教育上の重要な課題である児童生徒の自殺について、その特
徴や傾向等を分析しつつ、児童生徒の自殺予防の在り方に関す
る調査研究を実施する。
　また、全国の教職員を対象に、自殺予防に関する普及啓発を
目的としたブロック別協議会を実施する。

2,856 2,634

（５）うつ病等の精神疾患の病態解明及び診断・治療技術の開発

厚生労働科学研究費
「障害者政策総合研究事業・障害者対策
総合研究開発事業」

厚労省 1,335,770
内数
1(1)
再掲

1,443,055
内数
1(1)
再掲

　精神疾患に関する診断・治療の更なる質の向上と標準化を推
進するための研究等を行う。

－ －

（６）既存資料の利活用の促進

－ －

17,193 15,335

（注）

・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

小 計

小 計

小 計

合 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

２．国民一人ひとりの気づきと見守りを促す

（１）自殺予防週間の設定と啓発事業の実施

8,115 8,103
　国民の自殺対策の重要性に対する関心と理解を深めるため、
自殺総合対策に関するポスターや小冊子等の啓発資料を作成・
配布する。

89,997 79,517
　自殺対策強化月間におけるポスター作成、鉄道広告、イン
ターネットバナー広告等の広報啓発を実施する。

98,112 87,620

（２）児童生徒の自殺予防に資する教育の実施

健全育成のための体験活動推進事業 文科省 107,279 98,600
児童生徒の健全育成を目的とした学校等の体験活動の取組を支
援する。

いじめ対策等総合推進事業
・スクールカウンセラー等活用事業

文科省 4,948,159 内数 5,710,986 内数
　児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有
するスクールカウンセラー等を配置するとともに、24時間体制
の電話相談を実施し、教育相談体制の整備を支援する。

道徳教育の抜本的改善・充実
①「私たちの道徳」の配布

②映像資料の作成及び先進事例のアー
カイブの整備

③道徳教育の抜本的改善・充実に係る
支援

文科省 1,457,483 1,459,854

①「私たちの道徳」を全国の小・中学生（小１・小３・小５・
中１）に配布する。

②「特別の教科　道徳」の趣旨やねらいを踏まえた効果的な指
導方法について映像資料を作成する。また、それらを含め、現
在、各学校等で取り組まれている好事例や優れた教材を収集・
集約・発信する機能を有した「アーカイブセンター」を構築す
る。

③改訂学習指導要領を踏まえた効果的な指導方法等に係る指導
主事、教員等の研究協議会を各地域で開催するとともに、地域
の特色を生かした道徳教育を推進するため、外部講師の活用
や、郷土の歴史や偉人などを取り上げた地域教材の作成、「親
子道徳の日」といった家庭・地域との連携を強化する取組など
を支援する。

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№２）

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

小 計

自殺総合対策啓発推進経費
27'内閣府

↓
28'厚労省
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（単位：千円）

担当 事業概要等

２．国民一人ひとりの気づきと見守りを促す

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

青少年を取り巻く有害環境対策の推進 文科省 41,402 66,885

インターネット上の違法・有害情報サイトを通じた犯罪やいじ
め等に青少年が巻き込まれるとともに、「ネット依存」による
生活習慣の乱れなどが課題となっていることから、関係府省庁
と連携し、インターネット等の適切な使用やネット依存を含む
各種依存症予防について、保護者と青少年に直接働きかける啓
発と教育活動を推進する。

1,606,164 1,625,339

（３）うつ病についての普及啓発の推進

精神障害の正しい理解のための普及啓
発事業費

厚労省 39,529 12,358

　国民全体のうつ病等に対する正しい理解を深めることおよび
うつ病にかかりやすい職域、介護、産後・更年期におけるハイ
リスク群並びその周囲にいる人に対して効果的なメッセージの
伝達や情報提供をすることによりうつ病の早期発見・早期治療
を実現するとともに、他の精神疾患や精神障害者に関する正し
い理解のための知識の向上を図る。

39,529 12,358

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

２．国民一人ひとりの気づきと見守りを促す

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

（４）自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及

寄り添い型相談支援事業（全国支援事
業）

厚労省 28,267,833 内数 29,089,485 内数

　生きにくさ、暮らしにくさを抱える人々に対し、被災３県を
除く全国から、24時間、無料で電話による相談を受けて悩みを
傾聴するとともに、必要に応じ、面接相談や同行支援を実施し
て具体的な問題解決に繋げる事業を実施することにより、社会
的包容力の構築を図ることを目的とする。

寄り添い型相談支援事業（被災地支援
事業）

厚労省
(復興庁)

438,714 0 前年度限りの経費

被災者支援総合交付金 復興庁 5,889,558 内数 22,034,468 内数

（被災者見守り・相談支援事業）
　被災者の孤立防止等の観点から、相談員による日常生活上の
相談支援や住民交流会の開催など、被災者に対する見守り・相
談活動を支援。

438,714 0

2,182,519 1,725,317

（注）

・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

小 計

合 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

３．早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する

（１）かかりつけの医師等のうつ病等の精神疾患の診断・治療技術の向上

かかりつけ医等心の健康対応力向上研
修事業

厚労省 46,400,000 内数 46,400,000 内数

　各都道府県・指定都市において、心身の不調の際に最初に診
察することの多い一般内科医等のかかりつけ医、精神疾患の早
期発見のため小児科のかかりつけ医に対して、及び医師以外で
うつ病を有する者と接する機会が多い職種（ケースワーカー
等）に対して、うつ病に関する専門的な養成研修を実施し、う
つ病の診断技術の向上、うつ病発見の能力の向上等を図る。
【平成26年度から地域生活支援事業費補助金の内数】

－ －

（２）教職員に対する普及啓発等の実施

児童生徒の自殺予防に向けた取組に関
する調査研究

文科省 2,856
1(4)
再掲

2,634
1(4)
再掲

　教育上の重要な課題である児童生徒の自殺について、その特
徴や傾向等を分析しつつ、児童生徒の自殺予防の在り方に関す
る調査研究を実施する。
　また、全国の教職員を対象に、自殺予防に関する普及啓発を
目的としたブロック別協議会を実施する。

学生生活支援に関する情報の収集・分
析・提供
【独立行政法人日本学生支援機構運営
費交付金の内数】

文科省 12,868,615 内数 13,245,304 内数
　大学等において、現代の学生の状況、メンタルヘルスや自殺
予防等に関する知見を踏まえ、学生の課題解決の支援を実施す
ることができるよう、大学等の情報収集・分析・提供を行う。

2,856 2,634

（３）地域保健スタッフや産業保健スタッフの資質の向上

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺総合対策推進センター（仮称）において、地域の公的機
関や民間団体で日夜相談業務に関わっている専門職・相談員の
資質向上のための専門的な研修を行うとともに、研修実施者に
対して技術的助言を行う。

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№３）

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

３．早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

産業保健活動総合支援事業 厚労省 80,117 160,233
　ストレス症状を有する労働者に対して、面接指導等を実施す
る医師、保健師等を対象として、ストレスチェックと面接指導
の具体的な実施方法等についての研修を実施する。

80,117 160,233

（４）介護支援専門員等に対する研修の実施

地域医療介護総合確保基金 厚労省 48,277,451 内数 48,277,451 内数

要介護者等の希望や心身の状況、置かれている環境等を適切に
把握し、自立生活を支援する観点から、適切なサービスを多職
種連携により総合的に設計し、提供する役割を担う介護支援専
門員の資質向上を図るため、養成段階の実務研修から、実務に
就いた後も継続的に研修の機会を提供できるよう体系的に研修
事業を行い、必要な知識・技能の修得を図る。

－ －

（５）民生委員・児童委員等への研修の実施

民生委員・児童委員研修事業 厚労省 28,267,833 内数 29,089,485 内数
　民生委員・児童委員が相談援助活動等を行う上で必要不可欠
な知識及び技術を修得させるための研修を行う。【統合補助
金】

－ －

小 計

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

３．早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

（６）地域でのリーダー養成研修の充実

地域自殺対策推進センター（仮称）運
営事業費

厚労省 54,495 156,005

　都道府県・指定都市に「地域自殺対策推進予防情報センター
（仮称）」を設置し、「自殺対策調整員」及び「自殺対策専門
相談員」を配置することにより、地域における関係機関及び自
殺総合対策推進センター（仮称）との連携の強化、自殺対策に
関する人材の育成を行い、支援体制の整備を実施する。

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺総合対策推進センター（仮称）において、地域における
自殺対策の企画立案・連携調整を担う市区町村職員の資質向上
のため、自殺の関連要因が多様であることを踏まえた、地区診
断と対策評価を含む、専門的な研修を行うとともに、研修実施
者に対して技術的助言を行う。

54,495 156,005

（７）連携調整を担う人材の養成の充実

(独)労働政策研究・研修機構運営費交
付金（職業指導ⅡA研修） 厚労省 39,151 内数 38,751 内数

　ハローワークの職業相談技法として必要とされるキャリアコ
ンサルティングに係る基本的知識の習得、キャリアコンサル
ティングの実施過程において必要なスキル、アセスメント、事
例検討、自己研鑽とスーパービジョンを研修によって修得す
る。この中でメンタルヘルスについての研修を行う。

公共職業安定所業務推進費（都道府県
労働局で実施するキャリアコンサル
ティング研修及び産業カウンセラー研
修）

厚労省 78,420 内数 78,507 内数

ハローワークの職業相談窓口においては、求職者の抱えている
問題を把握し、これに合致した的確な支援を適時に実施する等
により、一層専門的なサービスを提供することが必要とされ
る。このため、各都道府県労働局において、ハローワークの職
員に対して、キャリア・コンサルタント資格取得促進のための
研修を実施する。

－ －

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

３．早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

（８）遺族等に対応する公的機関の職員の資質の向上

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

「自死遺族を支えるために～相談担当者のための指針～」の改
訂の検討を行い、それを公表する。また、自殺総合対策推進セ
ンター（仮称）において、地域の公的機関や民間団体で日夜相
談業務に関わっている専門職・相談員の資質向上のため、相談
技法に特化した専門的な研修を行うとともに、研修実施者に対
して専門的助言を行う。

－ －

（９）研修資材の開発等

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺総合対策推進センター（仮称）において、地域の公的機
関や民間団体で日夜相談業務に関わっている専門職・相談員の
資質向上のためのツールを開発し、研修実施者に提供する。

－ －

（10）自殺対策従事者への心のケアの推進

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺総合対策推進センター（仮称）において、地域の公的機
関や民間団体で日夜相談業務に関わっている専門職・相談員の
資質向上のため、相談技法に特化した専門的な研修を行うとと
もに、研修実施者に対して技術的助言を行う。

－ －

137,468 318,872

（注）

・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

小 計

合 計

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

４．心の健康づくりを進める

（１）職場におけるメンタルヘルス対策の推進

・産業保健活動総合支援事業
・メンタルヘルス対策等事業 厚労省 3,144,259 3,536,209

　全国47都道府県の拠点と、地域ごとの活動の窓口を設置し、
事業場の産業保健スタッフ・管理監督者に対する研修を実施す
るとともに、医師、保健師、メンタル指導員等による訪問指導
及び窓口相談等を通じて、事業場におけるメンタルヘルス対策
への取組を支援する。
　また、ストレスチェックと面接指導について、事業者、産業
保健スタッフ等に対する普及啓発等を実施するとともに、労働
者等からの相談に応じる体制の充実を図る。
さらに、若年層の労働者の自殺対策として、メンタルヘルス啓
発教育を実施する。

・労働時間等の設定改善に取り組む事業
主等への働き方・休み方改善コンサルタ
ントによる助言・指導
・労働時間等見直しガイドラインの周知

厚労省 472,466 465,856

　長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進に向けた事業場
の自主的な取組を支援するため、都道府県労働局に配置された
働き方・休み方改善コンサルタントが助言・指導を行う。
　また、労働時間等見直しガイドラインをわかりやすく解説し
たパンフレットを作成し、都道府県労働局・労働基準監督署か
ら事業主等にガイドラインの周知啓発を行う。

働きやすい職場環境形成事業 厚労省 119,963 125,313

　職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた社会的気運
を醸成するため、ポスター等の作成・配布や、企業の取組の好
事例等を紹介する啓発サイトの運営等による周知・広報を行
う。
　また、労使によるパワーハラスメント対策を更に推進するた
め、全国規模でのパワーハラスメント対策支援セミナーの開催
等、労使への取組支援を行う。

職場におけるセクシュアルハラスメント
対策の推進

厚労省 147,358 178,715

　実効あるセクシュアルハラスメント対策の推進のため、全て
の事業所においてセクシュアルハラスメントがあってはならな
い旨の方針の明確化及びその周知・啓発、相談窓口の設置等の
措置が講じられるよう、また、セクシュアルハラスメント事案
が生じた事業所に対しては、適切な事後の対応及び再発防止の
ための取組が行われるよう都道府県労働局による助言、指導等
を実施する。

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№４）

27年度予算額事 項 28年度予算額（案）
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（単位：千円）

担当 事業概要等

４．心の健康づくりを進める

27年度予算額事 項 28年度予算額（案）

国家公務員のメンタルヘルス対策のため
の各府省の管理監督者に対する講習の開
催及びe-ラーニングの実施

内閣官房 7,890 4,652

　各府省の管理監督者に対し、メンタルヘルスケアに関する知
識を習得させるとともに、職員が心身ともに健康で安心できる
職場環境づくりの推進を図るための講習を開催する。
　また、業務多忙な管理監督者や遠隔地官署の管理監督者に対
し、メンタルヘルスに関する知識を習得させるとともに、実際
の対応に理解を深めてもらうため、e-ラーニングを実施する。

国家公務員の心の健康づくり対策の推進 人事院 10,524 10,186
　公務における職員のメンタルヘルス対策のため、予防、早期
対応、円滑な職場復帰等にかかる施策を実施する。

消防職団員の惨事ストレス対策
消防庁

(総務省)
4,365 3,917

　惨事ストレスが危惧される災害発生時に、消防庁の緊急時メ
ンタルサポートチームに登録した専門家（精神科医や臨床心理
士等）を現地に派遣して消防本部等が行う惨事ストレス対策を
支援するほか、平常時は、消防本部等における惨事ストレス対
策の取組について、助言等を行う。

3,906,825 4,324,848

（２）地域における心の健康づくり推進体制の整備

自殺総合対策推進センター（仮称）経費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺総合対策推進センター（仮称）から精神保健福祉セン
ター、都道府県保健所、市区町村保健センターなどの公的機関
に対して、心の健康づくり推進体制の整備について技術的助言
を行う。

国営公園整備費 国交省 9,909,832 内数 9,004,635 内数
　直轄事業によって、バリアフリー化や公園ボランティアの取
り組み等、心身の健康の保持・増進に配慮した、地域住民が集
い、憩うことのできる国営公園の整備を進める。

都市公園防災事業費補助 国交省 2,838,000 内数 2,838,000 内数

　各地方公共団体等の実施する都市公園の整備に要する経費の
一部を補助し、心身の健康の保持・増進に配慮した公園など、
地域住民が集い、憩うことのできる場所の整備を進める。
（この他に、社会資本整備総合交付金（平成27年度予算額：
9,018億円、平成28年度予算額：8,983億円）、防災・安全交付
金（平成27年度予算額：10,947億円、平成28年度予算額：
11,002億円））がある。）

都市農村共生・対流総合対策交付金 農水省 2,000,000 内数 － 内数 前年度限りの経費

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

４．心の健康づくりを進める

27年度予算額事 項 28年度予算額（案）

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 農水省 6,150,000 内数 － 内数 前年度限りの経費

農山漁村振興交付金 農水省 － 8,000,000 内数
　農山漁村のコミュニティの維持、再生並びに地域の活性化を
図るため、「農」を活用した医療・福祉の取組や地域住民活動
支援促進施設の整備等を支援する。

次世代林業基盤づくり交付金のうち
森林・林業再生基盤づくり交付金

農水省 2,700,000 内数 6,140,633 内数
　山村地域の高齢者の生きがい発揮のため、特用林産物（森林
から生産される産物のうち、木材以外のきのこ類、木炭、竹な
どの総称）の生産基盤の整備等の生産環境づくりを支援する。

－ －

（３）学校における心の健康づくり推進体制の整備

いじめ対策等総合推進事業
・スクールカウンセラー等活用事業

文科省 4,948,159
内数
2(2)
再掲

5,710,986
内数
2(2)
再掲

　児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有
するスクールカウンセラー等を配置するとともに、24時間体制
の電話相談を実施し、教育相談体制の整備を支援する。

学校・家庭・地域の連携による教育支援
活動促進事業

文科省 5,078,752 内数 5,245,862 内数

　経験の浅い養護教諭の１人配置校等に、退職養護教諭を「ス
クールヘルスリーダー」として派遣し、メンタルヘルスなど多
様化する現代的な健康課題への対応についての指導助言を行う
などの取組を支援する。

緊急スクールカウンセラー等派遣事業
文科省

(復興庁)
2,721,288 0 前年度限りの経費

緊急スクールカウンセラー等活用事業
文科省

(復興庁)
0 2,700,865

　被災した幼児児童生徒・教職員の心のケアや、教職員・保護
者等への助言・援助、学校教育活動の復興支援、福祉関係機関
との連携調整等様々な課題に対応するため、スクールカウンセ
ラー等を活用する経費を全額国庫補助で支援する。

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

４．心の健康づくりを進める

27年度予算額事 項 28年度予算額（案）

児童生徒の現代的健康課題への対応事業
(心のケア対策推進事業)

文科省 1,951 － 前年度限りの経費

2,723,239 2,700,865

（４）大規模災害における被災者の心のケア、生活再建等の推進

被災者の心のケア支援事業
厚労省

(復興庁)
1,590,213 1,360,774

　東日本大震災により被災した人の心のケアを長期的に行うた
め、被災３県に「心のケアセンター」を整備し、保健師、看護
師、精神保健福祉士、臨床心理技術者などの専門職種により心
の不調を訴える被災者への訪問支援等を実施する。

寄り添い型相談支援事業（被災地支援事
業）

厚労省
(復興庁)

438,714
2(4)
再掲

－ 前年度限りの経費

被災者支援総合交付金 復興庁 5,889,558
内数
2(4)
再掲

22,034,468
内数
2(4)
再掲

（被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業）
　被災した子どもへの支援を継続して行うため、子どものいる
家庭等への訪問による心身の健康に関する相談・支援、遊具の
設置や子どもの心と体のケアなど、総合的な支援を図る。

（被災者見守り・相談支援事業）
　被災者の孤立防止等の観点から、相談員による日常生活上の
相談支援や住民交流会の開催など、被災者に対する見守り・相
談活動を支援。

（被災地健康支援事業）
　被災者の健康状態の悪化を防ぐため、保健師による巡回保健
指導などの各種健康支援活動やそれらを担う専門人材の確保な
ど、被災自治体における健康支援活動を引き続き支援。

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

４．心の健康づくりを進める

27年度予算額事 項 28年度予算額（案）

被災地健康支援事業
厚労省

(復興庁)
404,033 0 前年度限りの経費

食品と放射能に関するリスクコミュニ
ケーション事業

消費者庁 38,837 内数 33,553 内数

　震災後発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故のた
め、食品中の放射性物質について不安が広がっている。
こうした中で、食品と放射能に関するリスクコミュニケーショ
ンを実施することにより、消費者に対して食品中の放射性物質
に関する正確な情報提供を行い、理解の増進を図る。
　こうした取組によって、消費者が将来の健康に対して過度の
不安に陥る状態となることの防止や、震災後の風評被害による
農林水産物の価格低下等の回復や、第一次産業従事者等の生産
意欲を喚起することも期待される。

2,432,960 1,360,774

9,063,024 8,386,487

（注）
・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

小 計

合 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

５．適切な精神科医療を受けられるようにする

（１）精神科医をサポートする人材の養成など精神科医療体制の充実

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺対策に関わっている関係省庁、地方自治体、関係機関・
団体、NPO等民間団体との事例検討、連絡・調整等を行う。
　また、精神保健医療分野で活動する心理職等に対して、それ
ぞれの活動現場に応じた専門的な研修を行う。

認知行動療法研修事業費 厚労省 80,655 72,710
　認知行動療法の普及を図るため、主に精神医療において専門
的にうつ病患者の治療に携わる者に対して研修を行う。

精神障害者アウトリーチ推進事業費 厚労省 46,400,000 内数 46,400,000 内数

　保健所等において、精神疾患が疑われる未受診者やひきこも
りの精神障害者等を医療につなげるため、アウトリーチ（多職
種による訪問支援）を行う。
【平成26年度から地域生活支援事業費補助金の内数】

かかりつけ医等心の健康対応力向上研
修事業

厚労省 46,400,000
内数
3(1)
再掲

46,400,000
内数
3(1)
再掲

　各都道府県・指定都市において、心身の不調の際に最初に診
察することの多い一般内科医等のかかりつけ医、精神疾患の早
期発見のため小児科のかかりつけ医に対して、及び医師以外で
うつ病を有する者と接する機会が多い職種（ケースワーカー
等）に対して、うつ病に関する専門的な養成研修を実施し、う
つ病の診断技術の向上、うつ病発見の能力の向上等を図る。
【平成26年度から地域生活支援事業費補助金の内数】

80,655 72,710

（２）うつ病の受診率の向上

かかりつけ医等心の健康対応力向上研
修事業

厚労省 46,400,000
内数
3(1)
再掲

46,400,000
内数
3(1)
再掲

　各都道府県・指定都市において、心身の不調の際に最初に診
察することの多い一般内科医等のかかりつけ医、精神疾患の早
期発見のため小児科のかかりつけ医に対して、及び医師以外で
うつ病を有する者と接する機会が多い職種（ケースワーカー
等）に対して、うつ病に関する専門的な養成研修を実施し、う
つ病の早期発見と精神科医への連携体制の構築を図る。
【平成26年度から地域生活支援事業費補助金の内数】

－ －

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№５）

28年度予算額（案）事 項 27年度予算額

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

５．適切な精神科医療を受けられるようにする

28年度予算額（案）事 項 27年度予算額

（４）子どもの心の診療体制の整備の推進

子どもの心の診療ネットワーク事業
【母子保健医療対策総合支援事業の内
数】

厚労省 15,091,349 内数 18,482,878 内数

　様々な子どもの心の問題に対応するため、都道府県域におけ
る拠点病院を中核とし、各医療機関や保健福祉機関等と連携し
た支援体制の構築を図るとともに災害時の子どもの心の支援体
制づくりを実施する。

－ －

（５）うつ病スクリーニングの実施

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺対策に関わっている関係省庁、地方自治体、関係機関・
団体、NPO等民間団体との事例検討、連絡・調整等を行う。

地域支援事業 厚労省 79,829,966 内数 103,038,085 内数

 閉じこもり状態やうつ状態を予防することは、介護予防の観点
からも重要であり、地域の中に生きがい・役割を持って生活で
きる地域づくりを推進することが必要である。
 地域では、市町村が中心となって高齢者の介護予防や社会参加
の推進等のため多様な集いの場を整備するなど、さまざまな取
組が実施されており、このような地域の実情に応じた効果的・
効率的な介護予防の取組を推進する。

－ －

（６）うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者対策の推進

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自傷行為を繰り返す境界性パーソナリティ障害や依存症を抱
える患者に適切に対応できるよう、すべての研修に関連するプ
ログラムを導入する。

精神科救急医療体制整備事業費 厚労省 1,321,790 1,403,691
精神疾患のある救急患者が地域で適切に救急医療を受けられる
よう精神科救急医療体制を整備する。

依存症回復施設職員研修等事業 厚労省 13,218 12,975

　依存症回復施設の依存症への対応力を一層強化するため、依
存症回復施設職員に対する研修を行う。また、精神保健福祉セ
ンターで依存症者等への支援を行う者に対し、認知行動療法を
用いた治療・回復プログラム等についての研修を実施する。

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

５．適切な精神科医療を受けられるようにする

28年度予算額（案）事 項 27年度予算額

依存症治療拠点機関設置運営事業費 厚労省 11,751 11,011

　「依存症治療拠点機関」において、依存症に関する専門的な
相談支援、関係機関や依存症者の家族との連携・調整等を試行
的に実施し、依存症についての知見を集積するとともに、集積
した知見の評価・検討を行い、依存症の治療・回復プログラム
や支援ガイドラインの開発、支援体制モデルの確立を図る。

依存症家族対策支援事業 厚労省 6,178 5,610
 精神保健福祉センターを５か所指定し、依存症者の家族に対す
る認知行動療法を用いた心理教育プログラムを実施する。

依存症者に対する治療・回復プログラ
ムの普及促進事業

厚労省 68,473 63,401
 精神保健福祉センターにおいて、依存症者本人に対する認知行
動療法を用いた治療・回復プログラムを実施する。

依存症に関する普及啓発事業 厚労省 ― 15,598
　依存症者本人やその家族に対し、依存症が病気であることを
認識させることにより、早い段階で相談機関や医療機関、自助
団体等につながるよう啓発活動を行う。

厚生労働科学研究費
「障害者政策総合研究事業・障害者対
策総合研究開発事業」

厚労省 1,335,770
内数
1(1)
再掲

1,443,055
内数
1(1)
再掲

　「様々な依存症の実態把握と回復プログラム策定・推進のた
めの研究」を実施する。

1,421,410 1,512,286

（７）慢性疾患患者等に対する支援

－ －

1,502,065 1,584,996

（注）

・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

小 計

小 計

合 計



22

（単位：千円）

担当 事業概要等

６．社会的な取組で自殺を防ぐ

（１）地域における相談体制の充実

自殺予防相談体制整備充実等経費
27'内閣府

↓
28'厚労省

12,259 12,158
　共通ダイヤルの利用者の増大に伴う接続率の低下が問題に
なっていることから、相談機関の拡充等、相談体制の充実を図
るための経費を新たに計上。

寄り添い型相談支援事業（全国支援事
業）

厚労省
28,267,833

内数
2（4）
再掲

29,089,485
内数

2（4）
再掲

　生きにくさ、暮らしにくさを抱える人々に対し、被災３県を
除く全国から、24時間、無料で電話による相談を受けて悩みを
傾聴するとともに、必要に応じ、面接相談や同行支援を実施し
て具体的な問題解決に繋げる事業を実施することにより、社会
的包容力の構築を図ることを目的とする。

寄り添い型相談支援事業（被災地支援
事業）

厚労省
(復興庁)

438,714
2（4）
再掲

－ 前年度限りの経費

被災者支援総合交付金 復興庁 5,889,558
内数
2(4)
再掲

22,034,468
内数
2(4)
再掲

（被災者見守り・相談支援事業）
　被災者の孤立防止等の観点から、相談員による日常生活上の
相談支援や住民交流会の開催など、被災者に対する見守り・相
談活動を支援。

450,973 12,158

（２）多重債務の相談窓口の整備とセーフティネット融資の充実

相談窓口整備事業 金融庁 294,576 293,018
　財務局等における相談体制等を整備するため、相談員を配置
する。

多重債務者対策に関する広報経費 金融庁 8,636 7,628
　多重債務者が相談窓口にアクセスできるように、広報活動
（ポスターの作成、配布、夕刊紙等への広告記事掲載等）を行
う。

地域における身近な消費生活相談体制
の強化【地方消費者行政推進事業】

消費者庁 3,000,000 内数 3,000,000 内数
　消費生活相談窓口の整備、あるいは消費生活相談窓口と多重
債務相談窓口との連携強化等を実施する。

303,212 300,646

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№６）

事 項

小 計

28年度予算額（案）

小 計

27年度予算額
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（単位：千円）

担当 事業概要等

６．社会的な取組で自殺を防ぐ

事 項 28年度予算額（案）27年度予算額

（３）失業者等に対する相談窓口の充実等

専門家によるメール相談事業等 厚労省 14,305 14,311
全国のハローワークの求職者を対象に、ストレスチェックシー
トの作成・配布、心の悩み・不安等の相談に対し、専門家によ
るメール相談の体制整備等を実施する。

求職者の心の健康等に関する相談支援 厚労省 185,003 181,878
ハローワークにおいて、心の健康を含む生活の問題に関する専
門家による巡回相談を実施する。

若者職業的自立支援推進事業 厚労省 3,851,357 3,837,732
「地域若者サポートステーション」において、地方自治体と協
働し、職業的自立に向けての専門的相談支援、就職後の定着・
ステップアップ支援、集中訓練プログラム事業等を実施する。

4,050,665 4,033,921

（４）経営者に対する相談事業の実施等

経営安定特別相談事業 経産省 36,632 36,787

　全国主要商工会議所、各都道府県の商工会連合会に設置され
ている経営安定特別相談室では、経営難に直面している中小企
業者に対して経営立て直しのための無料相談を行っている。こ
の経営安定特別相談室における相談の質を高めるため日本商工
会議所、全国商工会連合会が行う講習会の開催などの指導事業
を支援する。

中小企業再生支援協議会事業 経産省 4,475,608 5,835,678

　事業の収益力はあるものの、債務超過等、財務上の問題を抱
えている中小企業・小規模事業者等を対象に、公正・中立な立
場から、債権者である金融機関との間に立って、債権放棄を含
む私的整理の合意形成を支援し、関連する雇用を確保する。

経営者保証ガイドライン周知・普及事
業

経産省 100,000 100,000
「経営者保証に関するガイドライン」の周知・普及により、個
人保証に依存してきた融資慣行を改善し、中小企業・小規模事
業者の思い切った事業展開や早期の事業再生等を促進する。

4,612,240 5,972,465小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

６．社会的な取組で自殺を防ぐ

事 項 28年度予算額（案）27年度予算額

（５）法的問題解決のための情報提供の充実

日本司法支援センター運営費交付金 法務省 15,205,717 内数 15,117,322 内数
　日本司法支援センターのコールセンターや事務所窓口におい
て、法的問題解決のための法制度や関係機関の相談窓口につい
て情報提供を行う。

－ －

（６）危険な場所、薬品等の規制等

都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄
道）

国交省 7,588,000 内数 2,160,000 内数
　公営事業者等が実施するホーム柵等の整備に対して補助を行
う。

地域公共交通確保維持改善事業 国交省 29,009,276 内数 22,871,748 内数
多様な関係者の連携により、地域公共交通の確保・維持を図る
とともに、地域公共交通の改善（鉄道駅におけるホームドアの
整備等を含む）に向けた取組みを支援する。

－ －

（７）インターネット上の自殺関連情報対策の推進

フィルタリングの普及・啓発活動等 経産省 370,000 内数 － 前年度限りの経費

青少年を取り巻く有害環境対策の推進 文科省 41,402
2(2)
再掲

66,885
2(2)
再掲

インターネット上の違法・有害情報サイトを通じた犯罪やいじ
め等に青少年が巻き込まれるとともに、「ネット依存」による
生活習慣の乱れなどが課題となっていることから、関係府省庁
と連携し、インターネット等の適切な使用やネット依存を含む
各種依存症予防について、保護者と青少年に直接働きかける啓
発と教育活動を推進する。

41,402 66,885

（８）インターネット上の自殺予告事案への対応等

0 0

小 計

小 計

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

６．社会的な取組で自殺を防ぐ

事 項 28年度予算額（案）27年度予算額

（９）介護者への支援の充実

高齢者権利擁護等推進事業 厚労省 104,294 105,310

　介護施設従事者に対する研修を実施し、身体拘束の廃止に向
けた取組など介護現場での権利擁護のための取組を支援すると
ともに、各都道府県による地域の実情に応じた専門的な相談体
制等の整備及び市民後見人養成研修の実施など、各都道府県に
おける高齢者の権利擁護のための取組を推進する。

104,294 105,310

（10）いじめを苦にした子どもの自殺の予防

子どもを対象とする人権相談事業 法務省 467,530 408,948

  「子どもの人権ＳＯＳミニレター」の配布、専用相談電話
「子どもの人権１１０番」や「インターネット人権相談受付窓
口（ＳＯＳーeメール）」の運用を通じて、いじめ等の悩み事
を持つ子どもが相談しやすい体制を充実させる。

いじめ対策等総合推進事業
・スクールカウンセラー等活用事業

文科省 4,948,159
内数
2(2)
再掲

5,710,986
内数
2(2)
再掲

　児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有
するスクールカウンセラー等を配置するとともに、24時間体制
の電話相談を実施し、教育相談体制の整備を支援する。

いじめ対策等総合推進事業
・スクールソーシャルワーカー活用事
業

文科省 4,948,159
内数
2(2)
再掲

5,710,986
内数
2(2)
再掲

　教育分野だけでなく、社会福祉等の専門的な知識・技術を用
いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働きかけを行うスクー
ルソーシャルワーカーを配置し、教育相談体制の整備を支援す
る。

いじめ対策等総合推進事業
いじめ対策等生徒指導推進事業

文科省 4,948,159
内数
2(2)
再掲

5,710,986
内数
2(2)
再掲

　いじめ問題を始めとする生徒指導上の諸問題に対応し、児童
生徒の社会的資質・能力の育成等を図るための取組・対応策に
ついて、地方公共団体等に調査研究を委託する。

いじめ対策等総合推進事業
幅広い外部専門家を活用していじめ問
題等の解決に向けて調整、支援する取
組の推進

文科省 4,948,159
内数
2(2)
再掲

5,710,986
内数
2(2)
再掲

第三者的立場から調整･解決する取組、外部専門家を活用して
学校を支援する取組、インターネットを通じたいじめ問題等に
対応するための学校ネットパトロール等への支援を行う。

467,530 408,948

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

６．社会的な取組で自殺を防ぐ

事 項 28年度予算額（案）27年度予算額

（11）児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実

児童入所施設措置費 厚労省 107,612,963 内数 114,002,531 内数

　近年、児童養護施設をはじめとする児童福祉施設等に被虐待
経験のある子どもの入所や一時保護が増加していることから、
この要保護児童の受け入れ増を図るとともに家庭的養護の推
進、被虐待児童等への支援の充実、要保護児童の自立支援の充
実など児童養護施設等の施設や里親等の支援を充実させる。

児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業 厚労省 4,733,820 7,309,066

　児童相談所などの専門性の確保・向上等を図り、相談機能を
強化するとともに、市町村の対応力向上を図るため、都道府県
（児童相談所）による市町村への支援を強化し、適切な役割分
担の下に相互連携の促進を図る取組を充実する。

児童虐待防止対策費 厚労省 26,796 26,804 　児童虐待防止に関する広報・啓発活動を推進する。

要保護児童対策費 厚労省 40,743 41,064
　社会的養護関係施設職員等の資質の向上を図るための研修会
の実施、並びに要領の作成等、要保護児童関係業務の充実を図
る。

ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）
対策専門研修事業

厚労省 7,454 内数 6,709 内数
　犯罪被害等により発生するＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障
害）への適切な対応を普及させるため、医師、看護師、精神保
健福祉士、臨床心理技術者等を対象とした研修を実施する。

被害者等に対する精神科医による支援
警察庁 12,065 内数 －

　犯罪により深刻な精神的被害を受けた被害者等に対し、精神
科医によるカウンセリング等の支援により、精神的被害の回
復・軽減を図る。

犯罪被害者等のカウンセリング費用の
公費負担制度に要する経費

警察庁 - 28,156 内数
　カウンセリング費用の公費負担制度を全国警察で導入し、被
害者等が精神科医等によるカウンセリングをより受けやすくな
り、精神的被害の回復・軽減を図る。

民間被害者支援団体に対する相談業務
の委託

警察庁 115,562 内数 117,656 内数
　民間被害者支援団体に対し、犯罪被害者の精神的被害の早期
回復に資するための電話相談、面接相談活動等の業務を委託す
る。

民間被害者支援団体に対する性犯罪被
害者支援業務の委託

警察庁 49,540 内数 49,540 内数
　民間被害者支援団体に対し、性犯罪被害者の早期回復に資す
るための直接支援、相談活動等の業務を委託する。
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（単位：千円）

担当 事業概要等

６．社会的な取組で自殺を防ぐ

事 項 28年度予算額（案）27年度予算額

カウンセリング専門職員に対する専門
研修に要する経費

警察庁 13,427 内数 8,950 内数
　臨床心理士の資格を有する職員やその他の警察職員に対し、
カウンセリング技能の向上を図るための専門的な研修への参加
の促進を図る。

4,801,359 7,376,934

（12）生活困窮者への支援の充実

生活困窮者自立支援法の実施にかかる
経費

厚労省 40,039,583 40,039,583
　生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の自立に向けた
包括的かつ継続的な支援等を行う。

生活保護受給者等就労自立促進事業の
推進

厚労省 6,380,656 6,247,821

  生活保護受給者等を含め広く生活困窮者の就労による自立を
促進するため、福祉事務所にハローワークの常設窓口を設置す
るなどワンストップ型の支援体制を全国的に整備し、両者の
チーム支援によるきめ細かな職業相談・職業紹介を行うなど両
機関が一体となった就労支援を推進する。

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺総合対策推進センター（仮称）において、生活困窮者の
自立支援の現場において、自殺予防に留意した支援が行われる
よう、これまでの検討結果をまとめて普及を図る。

46,420,239 46,287,404

（13）報道機関に対する世界保健機関の手引きの周知

－ －

61,251,914 64,564,671

（注）

・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

小 計

小 計

小 計

合 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

７．自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ

（１）救急医療施設における精神科医による診療体制等の充実

精神科救急医療体制整備事業費 厚労省 1,321,790
5(6)
再掲

1,403,691
5(6)
再掲

精神疾患のある救急患者が地域で適切に救急医療を受けられる
よう精神科救急医療体制を整備する。

医療提供体制推進事業費補助金 厚労省 13,433,537 内数 15,025,466 内数
　重症及び複数の診療科領域（精神科を含む）にわたるすべて
の重篤な救急患者を２４時間体制で受け入れる救命救急セン
ターの整備を図る。【H18から統合補助金】

自殺未遂者ケア対策事業 厚労省 3,556 48,217
内数
10

再掲

　自殺未遂者のケアに関するガイドラインを踏まえ、保健医療
関係者及び行政職員等を対象として、自殺未遂者に対するケア
対策の研修を実施する。【28年度より自殺総合対策推進セン
ター（仮称）運営事業費の内数】

自殺未遂者再企図防止事業 厚労省 19,008 19,008
　医療機関において、自殺未遂者が当該医療機関に搬送された
際の再度自殺を防止するために、臨床心理技術者等によるケー
スマネジメントを実施する。

1,344,354 1,422,699

（２）家族等の身近な人の見守りに対する支援

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺総合対策推進センター（仮称）において、地域の公的機
関や民間団体で日夜相談業務に関わっている専門職・相談員の
資質向上のため、相談技法に特化した専門的な研修を行うとと
もに、研修実施者に対して技術的助言を行う。

－ －

1,344,354 1,422,699

（注）
・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

小 計

合 計

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№７）

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

小 計



29

（単位：千円）

担当 事業概要等

８．遺された人への支援を充実する

（１）遺族の自助グループ等の運営支援

自殺防止対策事業 厚労省 130,082
内数
9(4)
再掲

130,024
内数
9(4)
再掲

　自死遺族を身近で支えるサポーターのための研修会等を実施
する民間団体等に補助を行う。

－ －

（２）学校、職場での事後対応の促進

児童生徒の自殺予防に向けた取組に関す
る調査研究

文科省 2,856
1(4)
再掲

2,634
1(4)
再掲

　教育上の重要な課題である児童生徒の自殺について、その特
徴や傾向等を分析しつつ、児童生徒の自殺予防の在り方に関す
る調査研究を実施する。
　また、全国の教職員を対象に、自殺予防に関する普及啓発を
目的としたブロック別協議会を実施する。

2,856 2,634

（４）遺児への支援

自殺総合対策推進センター（仮称）経費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　自殺総合対策推進センター（仮称）において、児童福祉の現
場における遺児等の支援に立てることのできる手引きの普及を
行う。

－ －

2,856 2,634

（注）

・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№８）

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

小 計

小 計

合 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

９．民間団体との連携を強化する

（１）民間団体の人材育成に対する支援

自殺総合対策推進センター（仮称）経
費
【国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター運営費交付金の内数】

自殺総合
対策推進
センター
（仮称）
(厚労省)

3,873,635
内数
1(2)
再掲

3,874,661
内数
1(2)
再掲

　民間団体における自殺未遂者や遺族の連携を促すコーディ
ネーターの養成を民間団体や地方公共団体が行う場合に、自殺
総合対策推進センター（仮称）において技術的支援を行う。
　前年度に刊行した、若年者の自殺予防に関する提言をまとめ
た報告書に基づいて、地域の児童福祉機関・教育機関と連携し
た、若年者の自殺対策事業を支援する。

－ －

（２）地域における連携体制の確立

都道府県担当者等会議開催経費
27'内閣府

↓
28'厚労省

656 656
　国の施策に関して、地方公共団体に周知するとともに、地方
公共団体における自殺総合対策への取組を促進するために都道
府県担当者等会議を開催する。

自殺対策人材養成研修等事業
27'内閣府

↓
28'厚労省

6,858 5,346
　自殺対策を推進するには、地域の関係者・機関等の連携が有
機的、実践的に働くことが重要であり、その中核的役割が担え
る人材の育成に必要な経費。

官民連携協働会議等開催経費
27'内閣府

↓
28'厚労省

14,133 11,927

　自殺対策の国民的な取組を推進するため、官民が一体とな
り、連携強化を図る場としての全国会議及び全国の市町村を対
象としたブロック会議の開催により、多様な主体との連携・協
働を図るための経費。

地域自殺対策推進センター（仮称）運
営事業費

厚労省 54,495
3(6)
再掲

156,005
3(6)
再掲

　都道府県・指定都市に「地域自殺対策推進センター（仮
称）」を設置し、「自殺対策調整員」及び「自殺対策専門相談
員」を配置することにより関係機関の連携の強化、自殺対策に
関する人材の育成を行い支援体制の整備を実施する。

地域・職域連携推進事業経費（自殺対
策分）

厚労省 2,928 2,928

　都道府県・保健所設置市・特別区の事業である地域職域連携
推進協議会において、自殺・うつ病等に対応する者を構成員と
して配置し、地域の実情に応じたメンタルヘルス対策の推進を
図る。

トラブルに遭うリスクの高い消費者
（高齢者、被害経験者等）を守る「地
域ネットワーク」の構築や啓発活動等
【地方消費者行政推進事業】

消費者庁 3,000,000
内数
6(2)
再掲

3,000,000
内数
6(2)
再掲

　消費者トラブルに遭いやすい高齢者等を中心に、定期的な見
守りを行う体制を築くことにより、消費者トラブルを解消し、
また、自殺等の兆候の事前察知等にも寄与する。

79,070 176,862小 計

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№９）

27年度予算額 28年度予算額（案）事 項

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

９．民間団体との連携を強化する

27年度予算額 28年度予算額（案）事 項

（３）民間団体の電話相談事業に対する支援

0 0

（４）民間団体の先駆的・試行的取組に対する支援

自殺防止対策事業 厚労省 130,082 130,024
　自殺の防止等に関する活動を行う民間団体を選定し支援を行
う。

130,082 130,024

209,152 306,886

（注）

・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

合 計

小 計

小 計
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（単位：千円）

担当 事業概要等

１０．上記に該当しないもの

自殺総合対策会議経費
27'内閣府

↓
28'厚労省

537 537 　自殺総合対策会議の運営等を行う。

自殺総合対策年次報告作成経費
27'内閣府

↓
28'厚労省

5,293 4,803 　年次報告書作成等を行う。

地域自殺対策緊急強化交付金
27'内閣府

↓
28'厚労省

－ 2,500,000
　地方の自主財源とも組み合わせつつ、地域の実情に応じた実
践的な取組を行う地方公共団体や民間団体を支援する。

地域自殺対策推進センター（仮称）運
営事業費

厚労省 － 156,005
3(6)
再掲

「地域自殺対策推進センター（仮称）」をすべての都道府県・
指定都市への計画的な設置に向けて取り組むとともに、市町村
等の自殺対策を支援する体制や機能を強化する。
　また、自死遺族等が必要とする様々な支援情報の提供を行
う。

自殺総合対策推進センター（仮称）運
営事業費

厚労省 － 48,217

「自殺総合対策推進センター（仮称）」において、学際的な観
点から関係者が連携して自殺対策のPDCA サイクルに取り組むた
めのエビデンスの提供や、民間団体を含めた地域の自殺対策の
支援について、機能を強化する。

「消費者被害の集団的回復のための裁
判手続」の構築を始めとした消費者被
害回復のための取組の充実

消費者庁 24,536 18,000

　平成25年12月に成立し、平成28年10月に施行される予定の
「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続
の特例に関する法律」（平成25年法律第96号）について、制度
の周知・広報に取り組むことで、多くの消費者が、被害回復を
断念してしまうといういわゆる「泣き寝入り」の問題に対する
被害回復の実効性を確保し、消費者被害の回復につなげる。

30,366 2,727,562

73,440,084 79,267,605

（注）

・「－」は、「27年度予算額」、「28年度予算額（案）」がない場合を表している。

・小計及び合計には、内数を計上していない。

・小計及び合計には、他の事項内の再掲額を計上しているが、総計には計上していない。

平成28年度自殺対策関係予算　予算額（案）（№10）

事 項 27年度予算額 28年度予算額（案）

小 計 ・ 合 計

総 計
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